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空き家バンク 

制度等を活用 

協
議
会
に
意
見
聴
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【具体的な取組】 

・空き家バンク制度等の周知・啓発 

・地域等との連携・協力による活用 

・適正管理の推進 

・相続登記義務化の周知 

利用目的が 
決まっている 

・相続人等が居住 

・解体、売却 など 

【具体的な取組】 

・空き家化の予防に対する意識の醸成 

・空き家バンク制度等の周知・啓発 

・住宅基本性能の向上 

・相続対策 

特定空家等対策 

利用目的が 

決まっていない 

【空き家になる】 

【具体的な取組】 

・空き家バンク制度等の周知・啓発 

・地域等との連携・協力による活用 

・適正管理の推進 

・除却の推進 

適切な管理が行われていない空家等が発生 

調査、情報収集、空家等所有者調査 

助言、情報提供 

特定空家等の判定及び認定 
（大分県特定空家等判定基準により判定し、市長が認定） 

助言、指導 

勧  告 
固定資産税等の用地特例から除外 

命  令 

戒  告 

空き家のデータベース作成 

空き家の発生 
所有者等の転出・死亡・入院 など 

居住中 

行政代執行 

【空家等対策の全体イメージ】 

都市建築課・税務課・建設課・環境課・学校

教育課・消防本部・耕地林業課 

地域活力創造課・都市建築

課・税務課・建設課・環境課 

学校教育課・消防本部 

地域活力創造課・都市建築課・建設

課・環境課・税務課・市民課 

地域活力創造課 

都市建築課 

税務課 

 

活用等の相談窓口 

予防 活用 

適正管理 

利活用により特定空家等を発生させない取組

緊急代執行（勧告以降の措置をとる暇が

ない場合） 

管理不全空家等の判定及び認定 

指導、勧告（用地特例の除外） 
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１．計画策定の背景と目的 

既存住宅の老朽化や少子高齢化の進行などに伴い、本市の空家等は増加傾向

にあります。空家等は、適正に管理されないまま放置されると、倒壊・破損、

公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題に発展するケースが多く、今

後もさらに増加する傾向にあるなかで、これらの問題が一層深刻化することが

懸念されます。 

こうした状況の中、空家等がもたらす問題に総合的に対応する施策の充実を

図るため、平成 27年５月に「空家等対策の推進に関する特別措置法（以下「空

家等特措法」という。）が施行され、国においても本格的な空家等対策に取り

組むこととなりました。 

本市においても、空家等対策を総合的かつ計画的に推進するため、平成29年

３月に「第１期 豊後高田市空家等対策計画」、令和２年９月に「第２期 豊

後高田市空家等対策計画」を策定し、「空家等の予防」、「空家等の活用」、

「空家等の適正管理」を基本方針として、空家等対策に取り組んできました。 

しかし、今後も空家等のさらなる増加が見込まれ、空家等が周囲に悪影響を

及ぼす「管理不全空家」や「特定空家等」になる前に、有効活用や適切な管理

を促す方策を強化する必要があります。 

国は「空家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」を公布

し、令和５年 12 月から改正後の空家等特措法が施行され、空家等の対策が一

層強化されることとなりました。改正後は、所有者等に対して、現行の適切な

管理の努力義務に加え、国や自治体の施策に協力する努力義務が定められ、さ

らに、国、県の空家問題に対する責務が明確に規定されました。また、空家等

の活用の拡大、空家等の適切な管理の確保、周囲に悪影響を及ぼす倒壊の危険

等がある特定空家の除却等の円滑化を柱とする改正が行われ、空家等対策の総

合的な強化を図ることとなりました。 

本市においても、令和６年度で第２期計画の最終年を迎えたことから、これ

までの取組みを継続するとともに、法改正に伴う新たな施策を盛り込み、空家

等の対策を総合的かつ計画的に進めることを目的として、「第３期 豊後高田

市空家等対策計画」を策定します。 
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２．計画の位置づけ 

本計画は、空家等特措法第７条の規定に基づき、国の基本指針に即して、本

市の空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な方針

として策定しています。 

また、上位計画である豊後高田市総合計画やその他の各種計画との連携・整

合性を図ります。 

 

 

【用語の定義について】 

 本計画に用いる用語は、それぞれ次のとおりとします。 

空家等特措法 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第

127号） 

空家等 空家等特措法第２条第１項に定める「空家等」をいう。 

建築物※１又はこれに附属する工作物※２であって居住その他の使

用※３がなされていないことが常態※４であるもの及びその敷地（立

木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は

地方公共団体が所有又は管理するものを除く。 

 ※１：建築物には、それに付随する建築設備、門塀等を含む 

 ※２：看板等で建築設備、門塀以外のもの 

 ※３：店舗、工場、倉庫等居住以外の使用 

 ※４：おおむね１年を通して使用されていない状態 

特定空家等 空家等特措法第２条第２項に定める「特定空家等」 

空家等のうち、以下の状態と認められるもの。 

① そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

がある状態 

② そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれがある

状態 

③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損な

っている状態 

④ 周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切

である状態 

所有者等 空家等特措法第５条に定める「所有者等」 

空家等の跡地 空家等特措法第７条第２項第５号に定める「空家等の跡地」 
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管理不全空家等 空家等特措法第 13 条第１項に定める「管理不全空家等」 

適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特

定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあると認め

られる空家等 

空家等管理活用支援法人 空家等特措法第 23 条第１項に定める「空家等

管理活用支援法人」 

空家等活用促進区域 空家等特措法第７条第３項に定める「空家等活用促

進区 
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１．空家等の現状 

令和５年住宅・土地統計調査の結果は、下記表のとおりであり、本市の空き

家率は 26.3％で、平成 30年に行われた同調査時より 5.9ポイント増加してい

ます。 

住宅数 総数     

 うち空家    

  賃貸・売却用及

び二次的住宅

を除く空き家 

賃貸用の空家 売却用の空家 二次的住宅 

12,110 3,250 2,730 450 0 70 
※令和５年住宅・土地統計調査 住宅及び世帯に関する基本集計「第１-２表 居

住世帯の有無（８区分）別住宅数及び住宅以外で人が居住する建物数-全国、都道

府県、市区町村」抜粋 

利活用の状況については、空き家バンクの登録件数が 516件で、その内、空

き家リフォーム事業を活用した件数が 210 件となっており、空き家バンク制

度等を利用した移住者や空き家バンクの利用登録世帯数も増加しています。 

しかし、空き家バンク利用登録世帯数に対して空き家バンク登録件数が不足

している状況の中で、引き続き利活用により空家等を発生させない取組みが重

要となります。 

 

■空き家の除却状況（令和６年３月 31日時点） 

  ※第１期計画策定時から令和６年３月 31日までに除却を行った件数 

 

■空き家の利活用の状況（令和６年３月 31日時点） 

※（  ）内は、令和２年３月 31日から令和６年３月 31日までの実績数 

 

■空き家バンク利用世帯の状況（令和６年３月 31日時点） 

空き家バンク利用世帯数 空き家バンク利用登録世帯数 

386世帯（125件増） 4,479世帯（2,077件増） 

※（  ）内は、令和２年３月 31日から令和６年３月 31日までの実績数 

  

除却件数 
内  訳 

所有者等による除却件数 指導等による除却件数 

148件 102件 46件 

空き家バンク登録件数 
空き家バンク登録物件のうち 

空き家リフォーム事業を活用した件数 

516件（150件増） 210件（72件増） 
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２．空家等の課題 

（１）空家等の発生の予防 

少子高齢化により今後も人口減少が見込まれる中、持ち家で暮らす「高

齢単身者」または「高齢夫婦のみの世帯」が増加しており、死亡や福祉施

設への入所などに伴う空き家の発生に対する準備を所有者や相続関係者

に早い段階から進めてもらうことが重要となります。そのため「住まいの

エンディングノート」（国土交通省作成）の活用の推進など、空家等を発

生、放置させないためのさらなる啓発に取り組む必要があります。 

 

（２）空家等の利活用 

これから発生する空家等のうち、利活用が可能な物件を空き家バンク

登録等で有効活用し、移住・定住の促進などの人口減少対策として空家

等対策をより一層展開していく必要があります。 

 

（３）近隣への悪影響 

空家等をそのまま放置すると、倒壊や破損、瓦等の落下・飛散など保安

上危険な状況となるだけでなく、繁茂による草木の越境、ゴミの投棄、病

害虫・悪臭の発生、害獣の住みつき等につながり、近隣の環境悪化を招く

原因となります。また、放置された空家等が近所にあるために、周囲の不

動産の価値の下落や、売買等の不調につながることもあります。 

 

（４）地域全体への悪影響 

地域の生活道路や通学路に危険を及ぼすとともに、放火や不審者の侵入、

不法滞在など、空家等が犯罪の温床となる恐れがあります。また、破損や

腐食により景観を害するなど、地域全体のイメージを低下させます。 

 

（５）所有者等の管理意識の欠如 

空家等は、本来、相続等によりすべての人に関係する問題であるととも

に、本来は個人の財産として、所有者等が適切に管理することが基本です。 

しかしながら、近年、空家等を放置することに対する問題意識や危機意

識が低い傾向が見受けられます。空家等はもとより、ブロック塀や植木な

どが隣の家側に崩れたり、人がケガをした場合など、管理責任は所有者等

にあるので、損害賠償を請求されるリスクもあります。 

適切な管理が行われていない空家等の発生は、相続意識の欠如や経済的

事情等、各案件で原因は異なりますが、所有者等には適切に財産を管理す

る責任があることを周知する必要があります。 
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１．基本方針 

本市では、空き家バンク制度等により空き家を活用した移住・定住施策を展

開しているところですが、空き家バンクの登録物件が不足しています。 

また、適正な管理がされていない空家等を原因とした様々な問題が発生して

おり、今後も人口減少や相続の不調などと相まって、事案の増加、進行が予想

されます。 

このようなことから、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼす管理不全空

家等や特定空家等を新たに発生させない取り組みとして、まずは、活用可能な

空き家を活用し、移住・定住につなげる取り組みを推進することが重要になる

ため、次の３つを空家等対策の基本方針として計画を運用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅱ 空家等の『活用』 

空家等を活用して本市への移住・定住促進につなげるため、空き家バン

ク制度等のさらなる周知・啓発等を行い、活用可能な空家等の活用を推進

します。 

空家等対策の３つの基本方針 

Ⅲ 空家等の『適正管理』 

空家等は、そのまま放置することで老朽化が進行し、地域住民等に危

険を及ぼす恐れがあります。このため、所有者等に適正管理を周知・啓

発するとともに、活用できない空家等は周囲への危険性が高くなる前に

除却するよう促します。 

Ⅰ 空家等の『予防』 

現在居住中の所有者等に対し、空家等の利活用や空家等から生じる問

題点等を周知・啓発し、空家等を発生させない意識の醸成を図り、空家等

の発生予防を推進します。 
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【基本方針のイメージ】 

 

 
 

 

 

『予防』
の推進

『活用』
の推進

『適正管理』
の推進

予防・管理・利活用を推進し、

管理不全空家等や特定空家等を

発生させない取組 

管理不全空家等・ 

特定空家等対策 
空家等特措法に基づく措置 

利活用できず 

老朽化が進行し 

周辺に危険を及ぼす 
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２．計画の期間 

本計画の期間は、令和７年度から令和 11 年度までの５年間とします。ただ

し、豊後高田市総合計画などの上位計画、空家等の状況、社会経済情勢、地域

事情の変化等を踏まえ必要に応じて見直しを行います。 

 

３．計画の成果目標等 

空家等の対策については、持続的かつ中長期的な視点からの取組みが重要と

なります。 

そこで、第１期計画及び第２期計画の成果を踏まえ、本計画の確実な実行と

継続した空家等対策を推進するため、成果目標を設定して取り組みを進めるこ

ととします。 

  なお、取り組みの評価や、新たに生じた課題等を整理し、必要に応じて適切

な見直しを行うこととします。 
 

【成果目標】 

項  目 

目標値 

（R6年度

末） 

達成値 

（R6.12） 

目標値 

（R11） 

空き家バンク利用登録世帯 4120世帯 4,760世帯 6,760世帯 

空き家リフォーム事業活用件数 190件 227件 302件 
 

項  目 

目標値 

（R1～R6） 

達成値 

（R1～R6.12

月） 

目標値 

（R7～R11） 

空き家バンクの新規登録件数 140件 184件 150件 

助言・指導等による空家等の除却 15件 39件 50件 
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４．計画の対象 

本計画で対象とする地区は、引き続き市内全域とし、空家等の種類は、空家

等特措法第２条第１項に規定する「空家等」とします。 

 

５．空家等対策の実施体制 

（１）豊後高田市空家等対策協議会 

本市の空家等対策を総合的かつ計画的に推進するため、豊後高田市空家等

対策協議会条例に基づき、「豊後高田市空家等対策協議会」（以下「協議会」

という。）を設置します。 

本計画の作成、変更や、特定空家等の所有者等に対して空家等特措法第 22

条に基づく勧告、命令、行政代執行等の措置を行う場合は、あらかじめ、協

議会の意見を聴くものとします。 

 

（２）庁内の組織体制 

利活用できる空家等を充実させるためには、様々な機会を通じて制度を周

知・啓発することが重要になります。 

また、空家等が地域へ及ぼす影響は、保安上危険な住宅・防犯・環境衛生・

交通・景観など、分野が横断的で多岐に渡ります。 

このような課題は、関係課が連携して対策を実施する必要があるため、次

に示す事項について、相互に協力し対応するとともに、空家等の場所や状態

等によって必要な場合は、下記以外の課とも連携・協力し対応します。 

【組織体制】 

関係課 役割（対応すべき事項） 

都市建築課 

・空家等対策計画の策定及び変更 

・空家等の相談対応（適切な管理が行われていない空家等） 

・空家等の調査（空家等の所在、所有者・相続関係者特定、

文書助言等） 

・空家等の適切な管理の促進（広報） 

・管理不全空家等、特定空家等に係る措置（助言、指導、勧

告、命令、行政代執行等） 

・空家等対策協議会の開催、連絡調整等 



第３章 空家等対策に係る基本的な方針 
 

- 11 - 
 

・空家等の損傷、腐朽等の判定調査 

・住宅の耐震化補助制度の活用促進 

総務課 ・空家周辺の避難路の把握 

地域活力創造課 
・移住・定住促進施策としての空家等の利活用 

・空家等の相談対応（利活用） 

税務課 

・空家等に係る固定資産税情報の提供 

・勧告した特定空家等の固定資産税等の住宅用地特例の解

除 

建設課 ・市道の安全確保等 

環境課 

・空家等が周辺の生活環境に与えている影響調査等 

・衛生上対策が必要な空家等に係る措置内容の検討 

・合併浄化槽補助金制度の活用促進 

・害虫に関する措置 

学校教育課 
・通学路の安全確保 

・児童及び生徒の危険防止 

消防本部 

・防災上（特に火災）対策が必要な管理不全空家等、特定空

家等の措置内容の検討 

・豊後高田市火災予防条例第 24条に係る火災予防対策が必

要な空家等の措置内容の検討 

市民課 
・死亡届受付の際の必要な手続の情報の提供等 

・相続に伴う戸籍等情報の提供 

耕地林業課 ・有害鳥獣に関する措置 

 

 （３）地域との連携 

   空家等が増えることで、地域活力の低下や近隣等に危険を及ぼすなど、地

域に与える影響は様々なものがあり、これらの問題は、地域と行政が連携・

協力して解決を図る必要があり、地域をよく知る自治会の協力は不可欠で

す。市は、自治会から寄せられた空家等に関する情報などに注意を払い、問

題の早期解決に努める必要があります。 

空家等が発生した場合、利用可能と思われる物件については、近隣の方や

自治会と連携し、所有者等に空き家バンクへの登録を促します。 
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また、倒壊等の危険がない空家等であっても、自然災害などにより、急速

に腐朽が進行し、倒壊のおそれのある状態となることも考えられます。市は、

適切な管理が行われていない状態となっている空家等に関する情報を自治

会から提供を受けるなどの連携を図り、所有者への適正管理の依頼など、迅

速な対応を行うものとします。 

 

（４）民間団体との連携 

早期に空き家情報を収集するため、水道事業者や電気事業者、ガス事業者

等との協力体制の構築を引き続き検討する必要があります。 

改正後の空家特措法第１０条第３項において、空家等の所有者等に関し、

必要な情報の提供を求めることができる対象として「空家等に工作物を設置

している者」を規定し、電気、ガス供給事業者等に対して、情報提供を求め

ることができることを明確化しました。このため、早期に空き家情報を収集

する必要のある際は、水道事業者や電気事業者、ガス事業者等に対して情報

提供を依頼し、所有者の特定に努めます。また、空家等の活用や除却の推進

のため、協定を締結した金融機関との連携による「優遇融資制度」を活用し

た空家等のリフォームや除却を促します。 

    

 

６．空家等の実態調査 

空家等の実態調査は平成 23 年度に実施したのが最後であり、それ以降も

かなり増加しているものと思われます。自治会等から相談があった物件につ

いては現地調査を行い把握はできていますが、相談にあがってきていない物

件が相当数あると思われ、現在の実態はつかめていません。 

国の補助金等の活用により、市内全域を対象とした空家等の実態調査を行

うことによる空家等の数の把握はもとより、利活用できる物件を空き家バン

ク登録につなげられるよう、外観などの状況から物件のランク付けを行うデ

ータベースの構築について調査・研究します。 

  



第４章 空家等対策の基本方針に基づく取組 
 

- 13 - 
 

１．空家等の『予防』・『適正管理』の促進 

今後も人口減少等により空家等の増加が予想されることから、現在居住中の

所有者等に、空家等の利活用の制度や、空家等から発生する諸問題を周知・啓発

し、空家等の発生予防や適正管理に努めてもらう必要があります。 

そのため、市報やホームページ等を活用して周知・啓発を行うとともに、庁内

関係課や関係団体等と連携し、チラシを配布するなど、積極的な情報提供や啓発

活動を行い、空家等の発生予防及び適正管理の推進に取り組みます。 

 

（１）空き家化の予防に対する意識の醸成 

  空家等を発生させない意識の醸成を図るため、空家等の利活用の制度や適

切な管理が行われていない空家等がもたらす周辺の生活環境への悪影響な

どを所有者等に周知・啓発し、新たな空家等の発生を予防します。 

（２）住宅基本性能の向上 

現在住んでいる住宅で安全に安心して住み続けるため、また、次世代に有

効活用されることにより空家等の発生を予防するためには、空家等になる前

から耐震化や水洗化など、住宅の良質化が重要となることから、各種補助金

制度を活用した住宅の基本性能の向上を促進します。 

（３）相続対策 

 家屋が空家等になる前から将来のあり方を考えるよう所有者等に対して

啓発を行い、相続に対する意識を醸成します。また、令和６年４月１日から

施行された相続登記の義務化を周知・啓発し、将来における所有者不明空家

等の発生を予防します。 

 （４）適正管理の推進 

   空家等の老朽化や破損状況の悪化が進行する前に、所有者等に対して適

正管理の必要性を周知・啓発し、利活用につなげるとともに、適切な管理が

行われていない状態に陥ることを予防します。また、管理不全空家等として

勧告を受けた場合の敷地は、固定資産税の住宅用地特例が解除される法改

正がなされたため、関係課と連携し、広く制度の周知に努めます。 

 （５）除却の推進 

   修繕等を行っても利活用できない空家等については、さらなる老朽化に

より隣家や地域等に危害を及ぼす前に除却するよう促します。  
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２．空家等の『活用』の促進 

空家等の活用の推進は、現在、取り組んでいる利活用の制度を所有者等に知っ

てもらうことが重要になります。 

これまでも、様々な機会を利用し、チラシを配布するなど、制度の周知・啓発

を行ってきましたが、これまで以上に、積極的な情報提供や啓発活動を行い、空

き家バンクへの登録等の促進を図ります。 

 

（１）空き家バンク事業 

空き家や宅地の有効活用を通じて、定住促進による地域の活性化を図るこ

とを目的に、登録された空

き家を市外からの移住希望

者（空き家バンク利用者）に

紹介します。 

 

 

 

（２）空き家リフォーム事業 

空き家の有効活用による定住促進を図ることを目的に、空き家バンクに登

録した物件の所有者等、または空き家バンク利用者が、空き家の機能向上の

ための改修や不要物の撤

去、ハウスクリーニングを

市内事業者により行う場合

に補助金を支給します。 
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（３）空き家マッチング奨励事業 

移住希望者の受け入れのさらなる促進と地域の活性化を図ることを目的

に、空き家バンクに登録してもらえる

物件を市に紹介し、登録に至った場

合、空き家の紹介者に奨励金を支給し

ます。 

 

 

 

 

 

（４）空き家バンク仲介手数料助成事業 

空き家バンクを利用して賃貸借又は売買を行う際の安全性の確保とトラ

ブルの予防・解決を図ることを目的に、空き家バンク利用者と登録物件所有

者が、市内の不動産事業者に賃貸借

又は売買契約の仲介を依頼し、手数

料を支払った場合に補助金を支給し

ます。 

 

 

（５）空き家ＤＩＹ補助金 

空き家バンクに登録した物件の所有者等、または空き家バンク利用者が、

空き家の機能向上のために自ら修

繕及び設備改善を行う場合にそれ

らに要した原材料（木材のみ）の

費用を支給します。 
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（６）お帰りなさい住宅改修事業補助金 

Uターン者が、市内にある住宅の改

修を行う際に補助金を支給します。 

 

※各種補助制度等の内容は R6.3.31時

点のものです。 

 

 

 

 

 

３．管理不全空家等・特定空家等に対する措置等 

（１）基本的方針 

適切な管理が行われていないことにより、そのまま放置すれば特定空家等

となる状態の空家を「管理不全空家等」と位置づけ、所有者に対して、助言

や指導、勧告ができるようになりました。これらの必要な措置を講じてもな

お改善されない危険性の高い空家を特定空家等に指定し、空家等の所有者等

に対し、生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう助言又は指導を

行い、早期に解決が図られるように努めます。 

また、指導等を行っても所有者等での除却が進まない、危険性の高い特定

空家等については、危険排除と公費負担を行う公益性、公平性について十分

な検討をしたうえで、行政代執行による解決を図ることとします。 

今後も空家等対策に関する国の制度改正等の動向を注視し、適宜対応を図

っていきます。 

 

（２）管理不全空家等・特定空家等の判断基準及び認定 

管理不全空家等・特定空家等については、空家等の物的状態のみならず、

その立地状況から、周辺の建築物や通行人に対して悪影響をもたらす恐れが

あるか否か、悪影響の程度と危険等の切迫性を勘案する必要があります。 

そのため、判定については、「大分県 市町村向け特定空家等及び管理不全

空家等の判断基準案」を参考にして、総合的に判断し、市長が認定します。 
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（３）特定空家等に係る行政代執行 

空家等特措法に基づく指導・助言、勧告、命令を行った後も改善が図ら

れない特定空家等については、所有者等の状況や周辺への悪影響等を総合

的に判断し、行政代執行により排除等改善を行うこととします。 

また、令和５年１２月の空家等特措法の改正により、前述の事前手続き

を経るいとまがない緊急時の代執行制度が創設されたため、緊急に危険を

回避する案件が生じた場合は緊急代執行も視野に入れ対応します。 

さらには、所有者等が不明・不存在の特定空家等については、その資産

性や周辺への悪影響等を踏まえ、略式代執行や民法における財産管理制度

の活用を検討します。 

 

（４）緊急安全措置 

特定空家等の倒壊、崩落等により、生命、身体又は財産に危害が及ぶこと

を避けるため緊急の必要があると認められるときは、必要な最小限度の措置

を行うことができることとします。 

 

（５）老朽危険空家等の除却に対する支援 

   空家等の所有者等が、老朽化による倒壊などの恐れがある特定空家等を

除却する際は、その除却に係る費用の一部を支援します。また、特定空家等

には至らないが、一定の要件に該当する老朽危険空家等の除却に係る費用

の一部を支援する制度の創設・運用に向けた取組みを進めます。 

   事業名：老朽危険空家等除却費補助金（空き家再生等推進事業を活用） 

 

４．空家等に関する相談への対応 

空家等に関する相談は、「利活用」と「適正管理」の二つの窓口に分けて対

応します。 

特に、空家等の利活用の観点から、所有者等の転出、死亡、入院等により空

き家が発生した時点で、利活用等の相談を受ける体制を関係課と連携して構築

し、空き家バンクへの登録を促進します。 



第４章 空家等対策の基本方針に基づく取組 
 

- 18 - 
 

また、適切な管理が行われていない空家等の相談内容は多岐にわたることか

ら、庁内の関係課、協議会及び関係団体と連携・相談しながら対応するととも

に、対応内容については、経過等について記録し、関係課で共有します。 

 【相談窓口】 

■利 活 用：地域活力創造課 定住促進係 

■適正管理：都市建築課 都市計画係 



 


